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証券コード 3392 
平成27年６月５日 

 
株 主 各 位 
 

東京都足立区六町四丁目12番12号 

デ リ カ フ ー ズ 株 式 会 社 
代表取締役社長 小笠原 真清 

 

第12回定時株主総会招集ご通知 
 

拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。 

さて、当社第12回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出席ください

ますようご通知申し上げます。 

 なお、当日ご出席願えない場合には、書面によって議決権を行使することができま

すので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討くださいまして、同封の議決

権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成27年６月23日(火曜日)18時

までに到着するようご返送くださいますようお願い申し上げます。 

敬 具 

 
記 
 

１. 
２. 

日 時
場 所

 平成27年６月24日（水曜日）午前10時（受付開始：午前９時） 
東京都足立区千住三丁目92番 千住ミルディスⅠ番館11階 
シアター1010（足立区文化芸術劇場） 
（会場が前回と異なっておりますので、末尾の会場ご案内図をご参
照いただき、お間違いのないようご注意ください。） 

３. 会議の目的事項 
 報告事項 １． 第12期（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日）事業報

告、連結計算書類ならびに会計監査人および監査役会の連結計算書
類監査結果報告の件 

 

決議事項 

２． 第12期（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日）計算書類
報告の件 

  第１号議案 
第２号議案 
第３号議案 

剰余金の処分の件 
定款一部変更の件 
取締役１名選任の件 

以 上 
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰 
◎ 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付へご提出くださ

いますようお願い申し上げます。また、資源節約のため、この「招集ご通知」をご持参
くださいますようお願い申し上げます。 

◎ 招集ご通知添付書類ならびに株主総会参考書類の記載事項を修正する必要が生じた場
合は、修正事項をインターネット上の当社のウェブサイト(http://www.delica.co.jp/)
に掲載させていただきます。 

◎ 株主懇親会は予定しておりませんので、予めご理解を賜りますようお願い申し上げま
す。 
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(添付書類) 

事 業 報 告 

〔自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日〕

 

１． 企業集団の現況に関する事項 

 

 (1) 事業の経過及びその成果 

当連結会計年度におけるわが国経済は、政府の積極的な経済政策や日銀の金融緩和

拡大による円安・株高を背景に、企業収益や雇用情勢の改善が進むなど景気は緩やか

な回復基調で推移いたしました。他方、消費税増税に伴う駆け込み需要の反動減の影

響や物価上昇懸念から個人消費は停滞し、景気回復や労働力の不足感が人件費の高騰

を招くなど、景気の先行きは依然不安材料を抱えております。 

食品関連業界におきましては、グループの主な販売先である外食産業を中心に消費

税増税後も比較的堅調に売上が推移しておりましたが、夏場以降、食品への異物混入

事故が注目を集めたことで一部業態では前年度を下回り、また円安や新興国の需要増

に伴う原材料・資材価格の高騰や人手不足の顕在化など依然として厳しい状況が続い

ております。 

このような経営環境の中、当社は平成 26 年 12 月 17 日に東京証券取引所市場第一

部銘柄への指定替えを果たし、また当連結会計年度末には中期経営計画「THE SECOND 

FOUNDING STAGE 2017」において「事業構造の強化」「成長基盤の構築」の期間と位

置付ける第一段階「FIRST PHASE SF2015」が終了することから、「拠点拡大による更

なる売上獲得」、「野菜メニュープロジェクトによる提案型営業の推進」、「農作物

マーチャンダイジングと産地開発」などを中心に各種経営施策を進めてまいりました。 

具体的施策のうち「拠点拡大による更なる売上獲得」といたしましては、まず平成

26 年６月に連結子会社東京デリカフーズ株式会社が新たに仙台事業所を開設いたし

ました。仙台事業所は東北地区における営業の基幹拠点として顧客の新規深耕や協力

企業の統括の面で売上拡大に貢献しております。平成 26 年 12 月には東京デリカフー

ズ株式会社の三郷センターを移転・拡張したほか、前連結会計年度から稼働している

東京第二ＦＳセンターの稼働率もほぼ 100％となるなど、拠点の拡大と順調な稼働が

売上高を伸ばす一因となりました。 

「野菜メニュープロジェクトによる提案型営業の推進」については、当社グループ

の強みである野菜の機能性研究の成果を活かした提案型営業を一層強化するための取

り組みとして展開しております。営業部門を中心に外部コンサルタントも利用しつつ、

野菜を利用したより付加価値の高いメニューを開発し、外食産業に提案することで野 

菜の取扱量の拡大を促すもので、消費者の健康志向の高まりと相まって好評をもって

迎えられております。 

「農作物マーチャンダイジングと産地開発」につきましては、「野菜の目利き」を

育成し、優良産地の開発を通じて原価低減や安定調達に資することを目的として展開

しております。当連結会計年度においても新たな契約産地を獲得し、特に冬場におけ

る葉物野菜の安定調達等に貢献しております。またこの活動は、生産者と外食産業を

結ぶ野菜の総合商社という当社グループの企業価値向上に寄与しております。 



〆≠●0 
01_0442701102706.doc 
デリカフーズ㈱様 招集 2015/05/19 19:41:00印刷 2/11 
 

─ 3 ─ 

この結果、当連結会計年度における売上高は 28,042 百万円（前期比 5.3％増）と

なりました。利益面につきましては、上期において台風や低温の影響による野菜の調

達価格の高騰等がありましたが、下期以降は、比較的天候に恵まれたことにより野菜

の調達価格が安定していたこと及びグループを挙げて取り組んだ在庫・人件費等の削

減努力により、営業利益は 746 百万円（前期比 48.6％増）、経常利益は 765 百万円

（前期比 52.0％増）、当期純利益は 489 百万円（前期比 77.2％増）となりました。 

これにより、売上高並びに営業利益、経常利益、当期純利益の各利益とも創業以来

の最高額となり、中期経営計画の第一段階「FIRST PHASE SF2015」の目標である売上

高 270 億円、経常利益 7.5 億円を達成することができました。 

 

当社グループは、中期経営計画を軸に、中長期的な成長を見据えた活動として以下

のような取組みを進めてまいります。 
 

  ＜新工場稼働による売上拡大＞ 

中期経営計画の実現に向け、現在、新工場の建設を進めております。平成 27 年４

月には連結子会社大阪デリカフーズ株式会社の奈良工場（奈良県磯城郡田原本町）が

稼働いたしました。奈良工場は年間 20 億円程度の売上を見込んでおり、近畿地区で

初の「ＦＳモデル工場（コールドチェーン対応カット野菜工場、出荷センター、分析

室を含む多機能施設）」として高品質なコンシューマ向けパックサラダの生産にも対

応しております。この他、連結子会社名古屋デリカフーズ株式会社および東京デリカ

フーズ株式会社もそれぞれ新工場建設を予定しており、ＦＳモデルの拠点増設による

積極的な事業展開を進めてまいります。 
 

＜ＩＳＯ２２０００認証取得による食の安全への取組み＞ 

当社グループでは従来から、食品衛生法や「食品等事業者が実施すべき管理運営基

準に関する指針（ガイドライン）」、ＨＡＣＣＰの考え方などに基づき品質方針を定

め、食品の品質管理水準の向上に努めてまいりました。その一環として関東地区の主

要工場（東京デリカフーズ株式会社東京第一、第二ＦＳセンター及び神奈川事業所）

では食品安全の国際標準規格であるＩＳＯ２２０００認証を取得しておりましたが、

同認証の取得対象を東海地区、近畿地区の主要工場に拡大いたします。また一部の工

場では顧客からのより高度な要請に応えるためＩＳＯ２２０００の発展型であるＦＳ

ＳＣ２２０００認証の取得を目指しており、同業者との差別化を図るとともに食の安

全安心という社会的責任を果たしてまいります。 
 

＜研究開発と連動した事業機会の創出＞ 

当社グループは、連結子会社デザイナーフーズ株式会社を中心に野菜の機能性研究

を行っております。その研究成果は、提案型営業を通じて売上拡大に貢献しておりま

すが、近年では食品の機能性表示の解禁を受けて日本でも有数のビッグデータとして

注目を集めております。今後は研究開発とアンテナショップ「ベジマルシェ」で得ら

れた経験を昇華させ、新たな事業機会を創出するための取組みを進めてまいります。 
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(2) 設備投資の状況 
当連結会計年度において886百万円の設備投資（有形固定資産及び無形固定資産を

含む。）を実施いたしました。主な内容は、次のとおりであります。 
 
当連結会計年度中に完成した主要な設備 
・連結子会社 東京デリカフーズ株式会社 生産設備増設 
・連結子会社 名古屋デリカフーズ株式会社 施設改修 
・連結子会社 大阪デリカフーズ株式会社 工場増設 

当連結会計年度において継続中の主要な設備の新設 
・連結子会社 大阪デリカフーズ株式会社 新工場用地取得、建設 

 
(3) 資金調達の状況 

 当連結会計年度において今後予定している新工場の建設資金として、公募増資お
よび第三者割当増資を行い、総額1,234百万円の資金を調達いたしました。 

 

(4) 対処すべき課題 

当社グループを取り巻く経営環境は、消費者の根強い低価格志向や消費税増税等

の影響により、今後も厳しい状況が継続するものと懸念されますが、下記に当社グ

ループの対処すべき課題を掲げ、それに取り組んでいく所存であります。 

 

①食の安全安心の確保 

 当社グループは、食品事業者の責務として常に高い安全衛生管理水準を維持し続

けることが重要な経営課題と認識しております。平成28年３月期においては、連結

子会社名古屋デリカフーズ株式会社および大阪デリカフーズ株式会社でもＩＳＯ２

２０００認証取得を進め、東京デリカフーズ株式会社ではＦＳＳＣ２２０００認証

の取得を進めるものとします。 

②内部管理体制の強化 

 当社グループは、グループ内の内部統制に関する機能を当社に集中させることで

管理コストの縮減と効果的な内部管理体制を実現できる体制を整えております。ま

た監査役・内部監査室等による監査の充実に加え、独立社外取締役を選任すること

で引き続きコンプライアンス体制を強化していく所存であります。 

③更なる利益体質の構築 

 当社グループでは、今後成長戦略を推し進めるにあたり、当社の強みを活かした

提案営業力の強化による新規顧客獲得と既存顧客の深耕に注力するとともに、調達

価格の低減や作業の効率化によるコスト削減を実現させ、更なる利益体質を構築す

ることがグループ全体の継続的な課題と認識しております。 

④食農医工連携による事業機会の創出 

 農業の６次産業化を推進し、新たな事業機会を創出するため、青果物の機能性研

究を進め、青果物を見た目から中身（野菜の力）で評価する「野菜ルネッサンス」

区 分 発行株数 １株当たり発行価額 調達資金 払込期日 

公募増資 1,050千株 1,034.1円 1,085百万円 平成27年１月27日 

第三者割当増資 144千株 1,034.1円 148百万円 平成27年２月24日 

合 計 ─ ─ 1,234百万円 ─ 
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の活動を継続してまいります。また「デリカスコア」（野菜の力を数値化した、当

社グループ独自の評価基準）の普及、食品の機能性表示への対応や、研究成果を活

かした新たな事業形態の創出にも注力してまいります。 

⑤経済社会情勢への柔軟な対応 

 経済社会情勢、とりわけ環太平洋戦略的経済連携協定（ＴＰＰ）や農協改革は青

果物の流通にも大きな変化をもたらす懸念があり、当社グループとしてはこれらの

問題に対して常に情報収集を怠らず、柔軟に対応すべき課題であると認識しており

ます。 
  
 これらの課題に対する施策を実践し、野菜を中心に生産地から消費者までの食を 

コーディネートし、「日本農業の発展」及び「国民の健康増進」という社会的責任

を担う企業として、企業品質と企業価値の向上に邁進努力いたしております。 

株主の皆様におかれましては、今後ともより一層のご指導とご支援を賜りますよ

うお願い申し上げます。 
 
(5) 財産及び損益の状況 

区 分 平成24年３月期 平成25年３月期 平成26年３月期
平成27年３月期 

(当連結会計年度) 

売 上 高(千円) 23,192,595 24,224,674 26,619,606 28,042,469 

営 業 利 益(千円) 616,149 676,738 502,023 746,023 

経 常 利 益(千円) 589,708 663,651 503,800 765,763 

当 期 純 利 益(千円) 235,348 411,206 276,007 489,064 

１株当たり当期純利益(円) 40.18 69.99 46.41 78.38 

総 資 産(千円) 10,625,796 11,379,338 13,352,357 16,678,633 

純 資 産(千円) 4,236,102 4,634,379 4,863,581 6,558,898 

１株当たり純資産額(円) 723.13 779.54 805.40 894.77 

(注)１.  １株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数から期中平均自己株式数を控除

した株式数に基づいて算出しております。 

  ２.  当社は、平成25年２月15日開催の取締役会決議に基づき、平成25年４月１日付で普

通株式１株につき普通株式２株の割合で株式分割を行っております。そのため、表示

当初より当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり当期純利益及び１株当たり純

資産額を算定しております。  
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(6) 重要な親会社及び子会社の状況（平成27年３月31日現在） 

  ① 親会社の状況 

    該当事項はありません。 

   

② 重要な子会社の状況 

会   社   名 資 本 金
当 社 の
議決権比率

主要な事業内容 

東 京 デ リ カ フ ー ズ 株 式 会 社 96,000千円 100％ 青果物の加工及び販売 

名古屋デリカフーズ株式会社 60,000千円 100％ 青果物の加工及び販売 

大 阪 デ リ カ フ ー ズ 株 式 会 社 60,000千円 100％ 青果物の加工及び販売 

デ ザ イ ナ ー フ ー ズ 株 式 会 社 20,000千円 100％ 青果物と食に関する機能性研究 

(注) 重要な子会社は、総資産、売上高等の基準により選定しております。 

 

(7) 主要な事業内容 （平成27年３月31日現在） 

当社は持株会社として、子会社６社を統括・管理しております。 

当社グループは、カット野菜部門（業務用カット野菜の製造・販売）、ホール野

菜部門（野菜・果物の仕入・販売）、その他部門（日配品の仕入・販売、コンサル

ティング業務等）から成る青果物事業を行っております。 

 
(8) 主要な営業所及び工場 （平成27年３月31日現在） 

会 社 名 事 業 所 名 所 在 地 

東京デリカフーズ㈱ 東京ＦＳセンター 東京都足立区 

  〃 保木間センター   〃 

  〃 神奈川事業所 神奈川県大和市 

    〃 九州事業所 福岡県古賀市 

   〃 仙台事業所 宮城県仙台市宮城野区 

   〃 福島工場 福島県伊達市 

名古屋デリカフーズ㈱ かの里工場 愛知県名古屋市中川区 

  〃 子宝工場 愛知県弥富市 

大阪デリカフーズ㈱ 本社工場 大阪府茨木市 

  〃 兵庫工場 兵庫県加古郡稲美町 

デザイナーフーズ㈱ 研究所 愛知県名古屋市千種区 

 

(9) 企業集団の使用人の状況 （平成27年３月31日現在） 

使用人数 前連結会計年度末比増減 

300(1,368)名 45(152)名 

(注) １. 使用人数は就業人員数であります。 
   ２. パート及び嘱託は( )内に外数で記載しております。 
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(10) 主要な借入先及び借入額（平成27年３月31日現在） 

借入先 借入額 
株式会社日本政策金融公庫 3,443,840千円 
株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 634,491千円 
株式会社商工組合中央金庫 598,540千円 
株式会社中京銀行 473,344千円 
株式会社みずほ銀行 401,924千円 
株式会社名古屋銀行 200,000千円 

(注) 平成27年３月31日現在の借入額が、２億円以上の金融機関を記載しております。 

 
(11) その他企業集団の現況に関する重要な事項 

当社株式は、平成26年12月17日付で東京証券取引所市場第一部銘柄に指定され
ております。 
 

 
２．会社の株式に関する事項 

 (1) 株式数及び株主数（平成27年３月31日現在） 

   ① 発行可能株式総数  12,000,000株 

   ② 発行済株式総数  7,325,498株（自己株式110,502株を除く｡） 

   ③ 株主数  10,599名
（注)  平成27年１月27日付の公募増資及び平成27年２月24日付の第三者割当増資に

より、発行済株式の総数は、1,194,000株増加いたしました。 

 

 (2) 大株主（上位10名） （平成27年３月31日現在） 

株     主     名 持  株  数 持 株 比 率 

舘本 勲武 1,140,300株 15.57％ 

舘本 篤志 1,019,200株 13.91％ 

   大﨑 善保 125,000株 1.71％ 

小笠原 真清 107,200株 1.46％ 

デリカフーズグループ従業員持株会 103,100株 1.41％ 

岡本 髙宏 100,100株 1.37％ 

杉 和也 100,000株 1.37％ 

野村 五郎 99,400株 1.36％ 

株式会社ＳＢＩ証券 93,500株 1.28％ 

竹内 啓 71,800株 0.98％ 

(注) 当社は、自己株式110,502株を保有しておりますが、上記大株主から除いております。

また、持株比率は自己株式を控除して計算しております。 
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３．会社の新株予約権等に関する事項 

 (1) 当事業年度の末日に当社役員が保有する職務執行の対価として交付された新株予約

権等の内容の概要 

        該当事項はありません。 
 

 (2) 当事業年度中に当社使用人、子会社役員及び使用人に対して職務執行の対価として

交付された新株予約権の内容の概要 

    該当事項はありません。 

 

 
４．会社役員に関する事項 

 (1) 取締役及び監査役の状況（平成27年３月31日現在） 

会社における地位 氏  名 担当及び重要な兼職の状況 

代表取締役社長 小 笠 原  真 清 デザイナーフーズ株式会社  代表取締役社長 

取 締 役 会 長 舘 本 勲 武

東京デリカフーズ株式会社  取締役 

名古屋デリカフーズ株式会社 取締役 

大阪デリカフーズ株式会社  取締役 

デザイナーフーズ株式会社  取締役 

専 務 取 締 役 杉  和 也
大阪デリカフーズ株式会社  代表取締役社長 

名古屋デリカフーズ株式会社 取締役 

常 務 取 締 役 大 﨑 善 保
東京デリカフーズ株式会社  代表取締役社長 

名古屋デリカフーズ株式会社 代表取締役副社長 

常 勤 監 査 役 野 村 五 郎

東京デリカフーズ株式会社  監査役 

名古屋デリカフーズ株式会社 監査役 

大阪デリカフーズ株式会社  監査役 

デザイナーフーズ株式会社  監査役 

監 査 役 山 口   隆

東京デリカフーズ株式会社  監査役 

名古屋デリカフーズ株式会社 監査役 

大阪デリカフーズ株式会社  監査役 

公認会計士 信成監査法人  社員 

監 査 役 田 中 清 隆 弁護士 

（注）１．監査役山口隆氏及び田中清隆氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

なお、両氏は株式会社東京証券取引所が指定を義務付ける一般株主と利益相反が生じるお

それのない独立役員であります。 

２. 監査役山口隆氏は公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知 

見を有するものであります。 

 

(2) 取締役及び監査役の報酬等の額 

区分 支給人員 報酬等の額 

取締役     

（うち社外取締役） 

４名 

( ─ ) 

103,907千円 

( ─ ) 

監査役 

（うち社外監査役） 

３名 

( ２名 ) 

13,020千円 

（ 3,120千円 ) 

合計 ７名 116,927千円 

(注) 上記報酬等の額には、ストック・オプションとして付与した新株予約権に係る当事業年度 

  の費用計上額（取締役のみ、755千円）を含んでおります。 
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(3) 社外役員等に関する事項 

  ① 重要な兼職先である他の法人等と当社の関係 

     社外監査役山口隆氏の兼職先である信成監査法人と当社との間には重要な関係
はありません。 

 

②  当事業年度における主な活動状況 

区分 氏名 主な活動状況 

監査役 山口  隆 

当事業年度開催の取締役会及び監査役会のほぼ全てに出席し、 

必要に応じて主に公認会計士としての専門的見地から、発言を行

っております。 

監査役 田中 清隆 

当事業年度開催の取締役会及び監査役会のほぼ全てに出席し、 

必要に応じて主に弁護士としての専門的見地から、債権管理・保

全等についての発言や、コンプライアンスについての発言を行っ

ております。 

 

  ③ 責任限定契約の内容の概要 

  当社と各社外監査役は会社法第423条第１項に定める賠償責任を限定する契約を
締結しており、当該契約に基づく賠償責任限度額は、同法第425条第１項各号に定
める金額の合計額としております。 

   

  ④ 社外取締役を置くことが相当でない理由 

      当社は従来、当社事業の現場に精通した社内出身の取締役を中心に、当社事業
の特性をふまえた迅速な意思決定を取締役会で行うことを重視しており、社外取
締役の選任は行ってまいりませんでした。もっとも、当社といたしましても経営
の透明性の確保及びコーポレート・ガバナンスの一層の強化のための社外取締役
の有効性は認識しており、社外取締役候補者の選定を行ってまいりました。しか
しながら、企業経営への理解や当社事業への理解に加え、当社経営者から独立性
を有する適任者の該当がなく社外取締役の選任には至っておりませんでした。適
任者でない方を社外取締役として選任した場合、期待される役割を全うできない
おそれがあり、相当でないと判断しております。なお、本総会においては条件を
満たす社外取締役候補者を選定することができましたので、社外取締役の選任を
本総会の目的事項としております。 

 

 

５．会計監査人に関する事項 

 (1) 会計監査人の名称 

仰星監査法人 
 

 (2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 

 支 払 額 

当事業年度に係る報酬等の額 22,680千円 

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他

の財産上の利益の合計額 
22,680千円 

（注） 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に

基づく監査の監査報酬の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できないため、上記

の金額にはこれらの合計額を記載しております。 
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(3) 非監査業務の内容 

    当社は、会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項に規定する業務以外の

業務である新株発行に係るコンフォートレター作成業務等についての対価を支払っ

ております。 

 

 (4) 責任限定契約の内容の概要 

当社と会社法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結しており、当該会計

監査人に悪意又は重大な過失があった場合を除き、事業年度ごとの監査報酬等の額

のうち最も高い額に２を乗じた額を損害賠償責任の限度額とすることを定めており

ます。 

 

(5) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針 

当社は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等その必要があると判断した

場合には、監査役会の同意を得たうえで、又は、監査役会の請求に基づいて、会計

監査人の解任又は不再任を株主総会の会議の目的とすることといたします。 

会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当すると認められる場合に

は、監査役会は監査役全員の同意により会計監査人を解任いたします。この場合、

監査役会が選定した監査役は解任後最初に招集される株主総会において、会計監査

人を解任した旨及びその理由を報告いたします。 

 

 

６．会社の体制及び方針 

 (1)取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業

務の適正を確保するための体制 

 

当社は、業務運営の適正化に向けた体制の基本方針として平成18年５月の取締役会

において「内部統制システム構築の基本方針」に関して下記のとおり決議し、運用し

ております。 

 

① 内部統制基本方針 

当社では、平成17年８月に「デリカフーズグループ行動規範」を制定し、日

頃の業務運営の指針としております。当社は、この指針に基づき、会社の業務

の適正を確保する体制を整備し、当社の社会的使命を果たします。 

 

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

取締役の職務の執行に係る情報については、稟議規程、文書管理規程、経理

規程に基づき、その保存媒体に応じて、適切かつ確実に検索性の高い状態で記

録・保存・管理することとしております。 

 

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

代表取締役は、リスク管理に対して、取締役を「全国総務経理会議」、「全

国品質管理会議」、「全国仕入会議」、「全国営業会議」、「全国現場会議」

の担当に任命し、それぞれの事業リスクを体系的に管理しております。また、

当社では、大規模自然災害の発生を想定したＢＣＰ（事業継続計画）を制定し
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ており、不測の事態が発生した場合には代表取締役を中心とした対策本部を設

置し、全役職員一体で危機管理及び被害防止に当たることになっております。 

 

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 
取締役の職務の執行については、組織規程、職務分掌規程、職務権限規程に

おいて、それぞれの責任者及びその責任、執行手続きの詳細について定め、効
率的に職務の執行が行われる体制をとっております。また、中期経営計画及び
年度事業計画の策定を通じ、経営方針と事業目的を具体化・共有することによ
って効率的に職務の執行を行っております。 

 
⑤ 当社及びその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体 

制 
「関係会社管理規程」に基づき、当社及び関係会社の管理は担当取締役が統

括します。担当取締役は、円滑な情報交換とグループ活動を促進するため、定
期的に当社及び関係会社の全体的な会議（経営本会議）を開催しております。 
関係会社の所轄業務についてはその自主性を尊重しつつ、経営計画に基づい

た施策と効率的な業務遂行、「行動規範」に則ったコンプライアンス体制の構
築、リスク管理体制の確立を図るため、担当取締役が統括管理しております。
担当取締役は、関係会社の管理の進捗状況を定期的に取締役会及び経営本会議
において報告しております。 
取締役会及び経営本会議は、グループ管理体制を見直し、問題点の把握と改

善に努めております。 
 

⑥ 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため
の体制 

当社は、取締役の職務権限、会議体の開催や付議基準を明確化するとともに、
意思決定の妥当性を高めるためのプロセス・体制を確立しております。 
取締役会は原則月1回開催し、経営に関する重要事項について審議、議決及

び取締役の業務執行状況の監督等を行っております。 
 
⑦ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使

用人に関する事項及び当該使用人の取締役からの独立性に関する事項 
当社は、現在監査役の職務を補助する使用人はおりませんが、監査役から求

められた場合には、監査役と協議のうえ合理的な範囲で配置することといたし
ます。 
  また、当該使用人の任命・異動等人事権に係る事項の決定には、監査役の事
前の同意を得ることにより、取締役からの独立性を確保いたします。 
 

⑧ 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関
する体制 

取締役及び使用人は、当社グループに著しい損害を及ぼすおそれのある事項
及び不正行為や重要な法令並びに定款違反行為を認知した場合のほか、取締役
会に付議する重要な事項と重要な決定事項、重要な会議の決定事項、重要な会
計方針・会計基準及びその変更、内部監査の実施状況、重要な月次報告、その
他必要な重要事項を、法令及び「監査役監査基準」に基づき監査役に報告する
ことになっております。 
また、当社の業務又は業績に影響を与える重要な事項について監査役に都度

報告するものとしております。前記に関わらず、監査役はいつでも必要に応じ
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て、取締役及び使用人に対して報告を求めることが出来ることとしております。 
 
    ⑨ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

 監査役のうち半数以上を社外監査役とし、独立性を強化しております。監査
役は、定期的に監査役会を開催し、監査役相互の情報・意見交換を通じて課題
を共有すると共に、代表取締役、内部監査室、会計監査人とそれぞれ定期的に
意見交換しております。 

  
 
(2) 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況 
 
   ① 基本的な考え方 
      当社グループは、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力・団体

に対しては、断固とした態度で対応し、一切の関係を排除すること、それらの
行動を助長するような行為は行わないことを基本方針としております。 

  
   ② 整備状況 
     「反社会的勢力に対する宣言文」を取締役会で決議、公表するとともに全役 

職員への周知徹底に務めております。 
   また、総務部門を対応窓口として、対応マニュアルの整備、社内勉強会等を 

行っているほか、警視庁管内特殊暴力防止対策連合会（特暴連)等の暴追セン 
ターへの加盟、弁護士、所轄警察署等の社外専門家や関係機関等と連携して積 
極的な情報の収集・管理を行いながら、不当要求等が発生した場合の相談体制 
を整備しております。 
 
 

 (3) 株式会社の支配に関する基本方針 

 

当社は、現時点では、当該「基本方針」及び「買収防衛策」につきましては、特

に定めておりません。 

一方で、大量株式取得行為のうち、当社の企業価値及び株主共同の利益に資さな 

いものについては適切な対応が必要と考えており、今後の法制度の整備や社会的な 

動向を見極めつつ、今後も慎重に検討を行ってまいります。 
 
 

(4) 剰余金の配当等の決定に関する方針 

 

当社は、株主の皆様への利益還元策として、配当による成果の配分を重要視して

おり、配当原資確保のための収益力強化を図りながら、継続的かつ安定的な配当を

行うことを基本方針としております。 

当社は、取締役会の決議によって中間配当を行うことができる旨を定めておりま

すが、原則として、株主総会の決議による期末配当をもって剰余金の配当を行うこ

とを基本的な方針としております。 

当事業年度の配当は、当社普通株式１株につき金17円（うち、普通配当15円・東

証第一部指定記念配当２円）とさせていただきます。 
  
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰 
  （注）本事業報告中の記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しておりま

す。また、比率は表示単位未満を四捨五入して表示しております。 
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連 結 貸 借 対 照 表 

 (平成27年３月31日現在)
(単位：千円)

 
科   目 金  額 科   目 金  額 

資  産  の  部 負  債  の  部 

[流 動 資 産] 

現 金 及 び 預 金 

売 掛 金 

商 品 及 び 製 品 

仕 掛 品 

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

 

[固 定 資 産] 

(有形固定資産) 

建 物 及 び 構 築 物 

機械装置及び運搬具 

土 地 

リ ー ス 資 産 

建 設 仮 勘 定 

そ の 他 

(無形固定資産) 

そ の 他 

(投資その他の資産) 

投 資 有 価 証 券 

保 険 積 立 金 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

9,257,290 

5,852,809 

3,130,683 

76,759 

3,842 

43,314 

64,460 

91,459 

△6,039 

 

7,421,342 

6,967,688 

2,402,190 

661,580 

3,249,504 

218,650 

369,175 

66,588 

37,550 

37,550 

416,103 

248,925 

100,516 

4,889 

68,048 

     △6,276 

[流 動 負 債] 

買 掛 金

短 期 借 入 金

１ 年 内 返 済 予 定 の

長 期 借 入 金

リ ー ス 債 務

未 払 法 人 税 等

未 払 金

未 払 費 用

賞 与 引 当 金

そ の 他

[固 定 負 債] 

長 期 借 入 金

リ ー ス 債 務

退職給付に係る負債

繰 延 税 金 負 債

そ の 他

 
4,572,506 

1,579,228 

760,000 

657,320 

53,929 

221,645 

1,160,091 

28,836 

80,817 

30,637 

5,547,228 

5,300,978 

175,740 

47,838 

15,311 

7,360 

負 債 合 計 10,119,734 

純 資 産 の 部 

[株 主 資 本] 

(資本金) 

(資本剰余金) 

(利益剰余金) 

(自己株式) 

[その他の包括利益累計額] 

(その他有価証券評価差額金) 

[ 新 株 予 約 権 ] 

 
6,493,657 

1,377,113 

2,164,570 

3,002,190 

△50,217 

61,013 

61,013 

4,228 

純 資 産 合 計 6,558,898 

資 産 合 計 16,678,633 負債及び純資産合計 16,678,633 

 
※単位未満の端数処理は、切り捨て表示によっております。 
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連 結 損 益 計 算 書 

〔自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日〕 

(単位：千円)
 

科      目 金     額 

売 上 高  28,042,469 

売 上 原 価  20,940,537 

売 上 総 利 益  7,101,931 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  6,355,907 

営 業 利 益  746,023 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 4,483  

受 取 配 当 金 3,326  

有 価 証 券 売 却 益 392  

業 務 受 託 手 数 料 28,499  

物 品 売 却 益 9,467  

助 成 金 収 入 11,618  

自 動 販 売 機 収 入 2,087  

そ の 他 29,713 89,589 

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 57,265  

株 式 交 付 費 12,584 69,849 

経 常 利 益  765,763 

特 別 利 益   

投 資 有 価 証 券 売 却 益 24,524  

保 険 解 約 返 戻 金 16,967  

そ の 他 181 41,673 

特 別 損 失   

固 定 資 産 売 却 損 1,130  

固 定 資 産 除 却 損 857  

投 資 有 価 証 券 評 価 損 2,683  

店 舗 閉 鎖 損 失 8,035  

不 動 産 取 得 税 等 924  

そ の 他 325 13,957 

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益  793,478 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 315,987  

法 人 税 等 調 整 額 △11,573 304,414 

少 数 株 主 損 益 調 整 前 当 期 純 利 益  489,064 

当 期 純 利 益  489,064 

※単位未満の端数処理は、切り捨て表示によっております。 
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連結株主資本等変動計算書 

〔自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日〕 (単位：千円)

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当 期 首 残 高 759,755 1,552,318 2,597,488 △98,206 4,811,356 

当 期 変 動 額  

新 株 の 発 行 617,357 617,357 1,234,715 

 剰 余 金 の 配 当 △84,362 △84,362 

 当 期 純 利 益 489,064 489,064 

 自 己 株 式 の 処 分 △5,105 47,989 42,884 

 株主資本以外の項目 

 の当期変動額(純額) 
 

当 期 変 動 額 合 計 617,357 612,252 404,701 47,989 1,682,300 

当 期 末 残 高 1,377,113 2,164,570 3,002,190 △50,217 6,493,657 
 
 

 

 

その他の包括利益累計額 

新株予約権 純資産合計その他有価証

券評価差額金

 その他の包括利

 益累計額合計

当 期 首 残 高 41,906 41,906 10,318 4,863,581

当 期 変 動 額 

新 株 の 発 行 1,234,715

 剰 余 金 の 配 当 △84,362

 当 期 純 利 益 489,064

 自 己 株 式 の 処 分 42,884

 株主資本以外の項目 

 の当期変動額(純額) 
19,107 19,107 △6,090 13,016

当 期 変 動 額 合 計 19,107 19,107 △6,090 1,695,317

当 期 末 残 高 61,013 61,013 4,228 6,558,898

※単位未満の端数処理は、切り捨て表示によっております。 
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連結注記表 
 

〔継続企業の前提に関する注記〕 

  該当事項はありません。 

 

〔連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等〕 

１．連結の範囲に関する事項 

 (1) 連結子会社の数及び連結子会社の名称 

連結子会社の数 ６社 

連結子会社の名称 東京デリカフーズ㈱、名古屋デリカフーズ㈱ 

大阪デリカフーズ㈱、㈱メディカル青果物研究所 

デザイナーフーズ㈱、エフエスロジスティックス㈱ 

 (2) 主要な非連結子会社の名称等 

    該当事項はありません。 

 (3) 議決権の過半数を自己の計算において所有している会社等を子会社としなかった会社等の名称等 

    該当事項はありません。 

 (4) 支配が一時的であることと認められること等により、連結の範囲から除かれた子会社の財産又は

損益に関する事項 

    該当事項はありません。 

 

２．持分法の適用に関する事項 

    該当事項はありません。 

 

３．会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

①  有価証券の評価基準及び評価方法 

   その他有価証券 

時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

②  たな卸資産の評価基準及び評価方法 

   通常の販売目的で保有するたな卸資産 

総平均法による原価法（貸借対照表価額については、収益性の低下による簿価切下げの方 

法） 
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(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産(リース資産を除く) 

定率法によっております。 

ただし、平成10年４月１日以降取得した建物（建物付属設備は除く）については、定額法

によっております。 

    なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物及び構築物   ３年～50年 

機械装置及び運搬具 ２年～20年 

その他       ２年～20年 

    なお、取得価額10万円以上20万円未満の少額減価償却資産については、３年間均等償却に

よっております。 

       また、平成19年３月31日以前に取得したものについては、償却可能限度額まで償却が終了

した翌年から５年間で均等償却する方法によっております。 

② 無形固定資産(リース資産を除く) 

定額法によっております。 

       ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に 

基づく定額法によっております。 

    ③ リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

         リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 

(3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

② 賞与引当金 

従業員の賞与の支払に備えるため、賞与支給見込額の当連結会計年度負担額を計上しており

ます。 

 

(4) その他連結計算書類作成のための重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

② 退職給付に係る会計処理の方法 

当社及び連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期

末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。 

 



〆≠●0 
02_0442701102706.doc 
デリカフーズ㈱様 招集 2015/05/21 23:11:00印刷 6/21 
 

─ 18 ─ 

〔連結貸借対照表に関する注記〕 

１．担保資産 

短期借入金400,000千円及び長期借入金（１年内返済予定の長期借入金 328,432千円を含む）  

 3,314,064千円の担保に供しているものは次のとおりであります。 

建物及び構築物 2,331,792千円

機械装置及び運搬具 15,872  〃 

土地 3,079,217  〃 

計 5,426,883千円

 

２．有形固定資産の減価償却累計額      2,497,078千円 

 

３．国庫補助金等による圧縮記帳額（直接減額方式） 

建物及び構築物 334,409千円

機械装置及び運搬具 117,814  〃 

その他 141  〃 

 

４．当座貸越契約 

連結子会社（東京デリカフーズ㈱、名古屋デリカフーズ㈱、大阪デリカフーズ㈱）においては、

運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行13行と当座貸越契約を締結しております。 

当座貸越契約に係る借入金未実行残高等は次のとおりであります。 

当座貸越限度額の総額 3,000,000千円

借入実行残高 760,000  〃 

差引額 2,240,000千円

 

 

〔連結株主資本等変動計算書に関する注記〕 

１．発行済株式に関する事項 

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式(株) 6,242,000 1,194,000 ─ 7,436,000 

 （変動事由の概要） 

  増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

   公募増資による新株発行 

（一般募集）                             1,050,000株 

   第三者割当増資による新株発行 

（オーバーアロットメントによる売り出しに関連する第三者割当） 144,000株 

 

２．自己株式に関する事項 

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式(株) 216,102 ─ 105,600 110,502 

（変動事由の概要） 

  減少数の主な内訳は、次のとおりであります。 

   ストック・オプションの行使による減少     105,600株 
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３．新株予約権等に関する事項 

 新株予約権の目的となる株式の種類及び株式数（権利行使期間の初日が到来していないものを除く） 

普通株式     56,000株 

 

４．配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額

(千円) 

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 

平成26年６月24日 

定時株主総会
普通株式 84,362 14.00 平成26年３月31日 平成26年６月25日 

 

 (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総

額(千円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 

平成27年６月24日 

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金 124,533 17.00 平成27年３月31日 平成27年６月25日 

（注）１株当たり配当額には東証一部指定記念配当２円が含まれております。 

 
 

〔金融商品に関する注記〕 

１．金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

当社グループは、資金運用については安全資産に限定し、また、資金調達については運転資金の

効率的な調達を行うため、取引銀行と当座貸越契約を締結しております。加えて、主にカット野菜

の製造販売事業を行うための設備投資計画に照らして、必要な資金を主に銀行借入により調達して

おります。 

 

(2) 金融商品の内容及びリスク 

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。投資有価証券は、その他有価

証券に区分される株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。 

営業債務である買掛金、未払金は、原則として１ヶ月以内の支払期日であります。借入金は、主

に設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであります。このうち一部は、変動金利であるた

め金利の変動リスクに晒されております。 

 

(3) 金融商品に係るリスク管理体制 

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

当社グループは、与信管理実施要領に従い、営業債権について、営業グループと管理グルー

プが連携して、主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高

を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

当期の連結決算日現在における最大信用リスク額は、信用リスクに晒される金融資産の連結貸

借対照表価額により表されております。 

 

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理 

当社グループは、投資有価証券について、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況



〆≠●0 
02_0442701102706.doc 
デリカフーズ㈱様 招集 2015/05/21 23:11:00印刷 8/21 
 

─ 20 ─ 

を把握し、取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。 

 借入金については、長期借入金の金利変動リスクを回避するため、原則として固定金利によ

る借入を実施しております。 

 

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理 

当社グループは、各部署からの報告に基づき管理グループが適時に資金繰計画を作成・更新

するとともに、手許流動性の維持などにより、流動性リスクを管理しております。 

 

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算出さ

れた価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異な

る前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。 

 

２．金融商品の時価等に関する事項 

平成 27 年３月 31 日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の

とおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めて

おりません。(注２)をご参照ください。 

 

                                       （単位：千円） 

 連結貸借対照表計上額 時価 差額 

（１）現金及び預金 5,852,809 5,852,809 ─ 

（２）売掛金 3,130,683 3,130,683 ─ 

（３）投資有価証券 239,659 239,659 ─ 

資産計 9,223,152 9,223,152 ─ 

（１）買掛金 1,579,228 1,579,228 ─ 

（２）短期借入金 760,000 760,000 ─ 

（３）未払金 1,160,091 1,160,091 ─ 

（４）長期借入金 5,958,299 5,855,231 △103,067 

負債計 9,457,618 9,354,550 △103,067 

 

（注１）金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項 

資産 

(1) 現金及び預金、(2) 売掛金 

これらは、すべて短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。 
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(3) 投資有価証券 

投資有価証券の時価について、株式は取引所の価格によっております。 

その他有価証券の当連結会計年度中の売却額は 126,132 千円であり、売却益の合計額は 24,916

千円であります。また、その他有価証券における種類ごとの取得原価、連結貸借対照表計上額及

びこれらの差額については、次のとおりであります。 

（単位：千円） 

 種類 連結貸借対照表計上額 取得原価 差額 

連結貸借対

照表計上額

が取得原価

を超えるも

の 

 (1) 株式 224,745 130,315 94,429 

 (2) 債券 ─ ─ ─ 

 (3) その他 ─ ─ ─ 

小計 224,745 130,315 94,429 

連結貸借対

照表計上額

が取得原価

を超えない

もの 

 (1) 株式 14,914 15,783 △869 

 (2) 債券 ─ ─ ─ 

 (3) その他 ─ ─ ─ 

小計 14,914 15,783 △869 

合計 239,659 146,099 93,560 

 （注）非上場株式（連結貸借対照表計上額 9,266 千円）については、市場価格がなく、時価を把握す

ることが極めて困難と認められることから、上表には含めておりません。 
 

負債 

(1) 買掛金、(2) 短期借入金、(3) 未払金 

これらは、短期間で決済又は更新されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該

帳簿価額によっております。 

 

(4) 長期借入金 

長期借入金の時価については元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定され

る利率で割り引いた現在価値により算定しております。  

 

 

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 
 

（単位：千円） 

区分 連結貸借対照表計上額 

非上場株式 9,266

上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため「(3) 投

資有価証券」には含めておりません。 
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（注３）金銭債権の連結決算日後の償還予定額 

                                                      （単位：千円） 

 １年以内 
１年超 

５年以内 

５年超 

10年以内 

現金及び預金 5,852,809 ─ ─ 

売掛金 3,130,683 ─ ─ 

合計 8,983,493 ─ ─ 

 

 

（注４）長期借入金の連結決算日後の返済予定額 

                                       （単位：千円） 

 １年以内 
１年超 

２年以内

２年超 

３年以内

３年超 

４年以内

４年超 

５年以内
５年超 

長期借入金 657,320 772,949 762,027 694,779 565,829 2,505,391 

 

 

〔賃貸等不動産に関する注記〕 

 重要性がないため記載を省略しております。 

 

〔１株当たり情報に関する注記〕 

１株当たり純資産額 894円77銭 

１株当たり当期純利益 78円38銭 

 

〔重要な後発事象に関する注記〕 

    該当事項はありません。 

 

〔その他の注記〕 

   （法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正） 

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を改正する

法律」（平成27年法律第２号）が平成27年３月31日に公布されたことに伴い、当連結会計年度の繰延

税金資産及び繰延税金負債の計算（ただし、平成27年４月１日以降解消されるものに限る）に使用し

た法定実効税率は、前連結会計年度の35.6％～37.1％から、回収又は支払が見込まれる期間が平成27

年４月１日から平成28年３月31日までのものは33.1％～35.4％、平成28年４月１日以降のものについ

ては32.3％～35.4％にそれぞれ変更されております。 

  その結果、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が2,679千円減少し、法人

税等調整額が4,424千円、その他有価証券評価差額金が1,744千円それぞれ増加しております。 
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貸 借 対 照 表 

 (平成27年３月31日現在)
(単位：千円)

 
科  目 金  額 科  目 金  額 

資 産 の 部 負 債 の 部 
 

〔 流 動 資 産 〕
 

現 金 及 び 預 金 

前 払 費 用 

関係会社短期貸付金 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

 

〔 固 定 資 産 〕
 

（有形固定資産） 

建 物 及 び 構 築 物 

機 械 及 び 装 置 

工具、器具及び備品 

リ ー ス 資 産 

 

（無形固定資産） 

ソ フ ト ウ ェ ア 

商 標 権 

 

（投資その他の資産） 

投 資 有 価 証 券 

関 係 会 社 株 式 

関係会社長期貸付金 

出 資 金 

そ の 他 

2,583,453

2,511,103

4,373

55,999

3,866

8,110

1,415,615

15,757

10,074

1,587

3,455

640

5,468

3,873

1,595

1,394,390

28,743

1,234,025

128,916

184

2,520

〔 流 動 負 債 〕
 

未 払 金

リ ー ス 債 務

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

預 り 金

賞 与 引 当 金
 

〔 固 定 負 債 〕
 

リ ー ス 債 務

退 職 給 付 引 当 金

繰 延 税 金 負 債

 
64,361 

 
44,398 

322 

699 

10,471 

4,549 

3,919 
 

3,935 

349 

1,731 

1,854 

負 債 合 計 68,296 

純 資 産 の 部 

〔 株 主 資 本 〕 
 
（資本金） 

（資本剰余金） 

資 本 準 備 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

（利益剰余金） 

そ の 他 利 益 剰 余 金

繰 越 利 益 剰 余 金

（自己株式） 

〔評価・換算差額等〕 

（その他有価証券評価差額金） 

〔 新 株 予 約 権 〕 

 
3,921,273 

 
1,377,113 

2,164,570 

1,708,600 

455,970 

429,806 

429,806 

429,806 
 

    △50,217 

5,271 

5,271 

4,228 

純 資 産 合 計 3,930,772 

資 産 合 計 3,999,069 負債及び純資産合計 3,999,069 

※単位未満の端数処理は、切り捨て表示によっております。 
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損 益 計 算 書 

〔自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日〕 

(単位：千円)
 

科      目 金     額 

営 業 収 益  586,440 

営 業 費 用   

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 492,396 492,396 

営 業 利 益  94,043 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 1,695  

有 価 証 券 利 息 3,606  

受 取 配 当 金 480  

有 価 証 券 売 却 益 392  

固 定 資 産 賃 貸 料 1,848  

物 品 売 却 益 362  

そ の 他 757 9,143 

営 業 外 費 用   

株 式 交 付 費 12,584 12,584 

経 常 利 益  90,602 

特 別 利 益   

投 資 有 価 証 券 売 却 益 24,501  

そ の 他 181 24,683 

特 別 損 失   

固 定 資 産 除 却 損 71  

出 資 金 評 価 損 325 397 

税 引 前 当 期 純 利 益  114,888 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 21,960  

法 人 税 等 調 整 額 △2,015 19,944 

当 期 純 利 益  94,944 

※単位未満の端数処理は、切り捨て表示によっております。 
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株主資本等変動計算書 

〔自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日〕  

(単位：千円)

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

資本準備金
その他資
本剰余金

資本剰余
金 合 計

その他利益剰余金 利益剰余 
金 合 計 繰越利益剰余金

当期首残高 759,755 1,091,242 461,076 1,552,318 419,224 419,224 

当期変動額   

 新 株 の 発 行 617,357 617,357 617,357  

 剰余金の配当  △84,362 △84,362 

 当 期 純 利 益  94,944 94,944 

 自己株式の処分  △5,105 △5,105  

 株主資本以外の項目 

 の当期変動額(純額) 
  

当期変動額合計 617,357 617,357 △5,105 612,252 10,581 10,581 

当期末残高 1,377,113 1,708,600 455,970 2,164,570 429,806 429,806 

 

 

 

株主資本 評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 
自己株式 株主資本合計

その他有価証

券評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △98,206 2,633,092 4,770 4,770 10,318 2,648,181 

当期変動額   

新 株 の 発 行  1,234,715 1,234,715 

 剰余金の配当  △84,362 △84,362 

 当 期 純 利 益  94,944 94,944 

 自己株式の処分 47,989 42,884 42,884 

 株主資本以外の項目 

 の当期変動額(純額) 
 500 500 △6,090 △5,590 

当期変動額合計 47,989 1,288,180 500 500 △6,090 1,282,590 

当期末残高 △50,217 3,921,273 5,271 5,271 4,228 3,930,772 

※単位未満の端数処理は、切り捨て表示によっております。 
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個別注記表 

 
〔継続企業の前提に関する注記〕 

該当事項はありません。 

 

〔重要な会計方針に係る事項に関する注記〕 

１． 有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式 ：移動平均法による原価法 

その他有価証券 ：時価のあるもの 

 決算期末日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定） 

 時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

   ① 有形固定資産(リース資産を除く） 

定率法によっております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

 建物及び構築物     20年～50年 

   機械及び装置         10年 

   工具、器具及び備品   ４年～20年 

なお、取得価額10万円以上20万円未満の少額減価償却資産については、３年間均等償

却によっております。 

また、平成19年３月31日以前に取得したものについては、償却可能限度額まで償却が

終了した翌年から５年間で均等償却する方法によっております。 

② 無形固定資産 

定額法によっております。 

ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）

に基づく定額法によっております。 

③ リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 

３．引当金の計上基準 

① 賞与引当金 

従業員の賞与の支払に備えるため､賞与支給見込額の当事業年度負担額を計上しており

ます。 

② 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき

計上しております。 
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４．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

   消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
 
 

〔貸借対照表に関する注記〕 

１． 有形固定資産の減価償却累計額  62,374千円

   

２． 保証債務  

 下記の会社の金融機関からの借入金に対して、次のとおり債務保証を行

っております。 

  東京デリカフーズ㈱  2,543,840千円

  大阪デリカフーズ㈱  900,000千円

   

３． 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く） 

 短期金銭債権 97千円

 短期金銭債務 10,877千円

 

〔損益計算書に関する注記〕 

関係会社との取引高 営業取引による取引高 

   営業収益 586,440千円

   販売費及び一般管理費 134,919千円

 営業取引以外の取引による取引高 4,055千円

 

〔株主資本等変動計算書に関する注記〕 

自己株式に関する事項 

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末 

普通株式(株) 216,102 ─ 105,600 110,502 

（変動事由の概要） 

  減少数の主な内訳は、次のとおりであります。 

   ストック・オプションの行使による減少     105,600株 
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〔税効果会計に関する注記〕 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

(繰延税金資産) 

①流動資産   

 賞与引当金 1,297 千円 

 未払事業税 2,229 〃 

 その他 340 〃 

計 3,866 千円 

②固定資産   

退職給付引当金 559 千円 

 その他 105 〃 

 繰延税金負債（固定）との相殺 △665 〃 

    計 ─ 千円 

繰延税金資産合計 3,866 千円 

 

(繰延税金負債) 

固定負債   

 その他有価証券評価差額金 △2,519 千円 

 繰延税金資産（固定）との相殺 665 〃 

    計 △1,854 千円 

 繰延税金負債合計 △1,854 千円 

   

差引：繰延税金資産純額 2,012 千円 

 

２．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 

 「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成27年法律第２号）が平成27年３月31日に公布されたことに伴い、当事業年度の繰延税金資産

及び繰延税金負債の計算（ただし、平成27年４月１日以降解消されるものに限る）に使用した法定実効

税率は、前事業年度の35.6％から、回収又は支払が見込まれる期間が平成27年４月１日から平成28年３

月31日までのものは33.1％、平成28年４月１日以降のものについては32.3％にそれぞれ変更されており

ます。 

 その結果、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が107千円減少し、法人税等

調整額が364千円、その他有価証券評価差額金が257千円それぞれ増加しております。 
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〔関連当事者との取引に関する注記〕 

１．子会社等 

種類 会社等の名称 

議決権等の所有

(被所有)割合

(％) 

関連当事者と

の関係 
取引の内容

取引金額

(千円) 
科目 

期末残高

(千円) 

子会社 
東京デリカ 

フ ー ズ ㈱ 

(所有) 

直接100.0

役務の提供

債務の保証

役員の兼任

経営指導料 246,720 ─ ─ 

債務保証 2,543,840 ─ ─ 

子会社 
名古屋デリカ 

フ ー ズ ㈱ 

(所有) 

直接100.0

役務の提供

役員の兼任
経営指導料 123,360 ─ ─ 

子会社 
大阪デリカ 

フ ー ズ ㈱ 

(所有) 

直接100.0

役務の提供

資金の貸付

債務の保証

役員の兼任

経営指導料 123,360 ─ ─ 

資金の貸付 ─ 

関 係 会 社

短期貸付金
8,499 

関 係 会 社

長期貸付金
128,916 

債務保証 900,000 ─ ─ 

受取利息 1,065 ― ― 

子会社 
デザイナー 

フ ー ズ ㈱ 

(所有) 

直接100.0

業務の委託

資金の貸付

役員の兼任

研究開発

委託 
102,000 未払金 9,180 

資金の貸付 ─ 
関 係 会 社

短期貸付金
47,499 

受取利息 381 ― ― 

（注） １．取引条件については、両者協議の上、決定しております。 

２．取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等を含めております。 

 

２．役員及び個人主要株主等 

種類 氏名 

議決権等の所有

(被所有)割合

(％) 

関連当事者と

の関係 
取引の内容

取引金額

(千円) 
科目 

期末残高

(千円) 

役員 大﨑 善保 
(被所有) 

直接1.7 
当社取締役

ストック・

オプション

の権利行使

19,860 ─ ─ 

(注)  ストック・オプションの権利行使は、権利付与時の契約によっております。 

なお、「取引金額」欄は、当事業年度におけるストック・オプションの権利行使による付与株式

数に払込金額を乗じた金額を記載しております。 

 

〔１株当たり情報に関する注記〕 

１株当たり純資産額 536円01銭 

１株当たり当期純利益 15円22銭 

 

〔重要な後発事象に関する注記〕 

  該当事項はありません。 
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本 
  

独立監査人の監査報告書 
 

平成 27 年５月 18 日 
デリカフーズ株式会社 
取締役会 御中 

仰 星 監 査 法 人 

代 表 社 員
業務執行社員

公認会計士 山 﨑 清 孝 ㊞ 

業務執行社員 公認会計士 岩 渕   誠 ㊞ 

 
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、デリカフーズ株式会社の平成

26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、
連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表につい
て監査を行った。 
 
連結計算書類に対する経営者の責任 
 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による
重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断
した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 
 
監査人の責任 
 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計
算書類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正
妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連
結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査
計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。 
 監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手
続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算
書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、
内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク
評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の
作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した
会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし
ての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。 
 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断して
いる。 
 
監査意見 
 当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる
企業会計の基準に準拠して、デリカフーズ株式会社及び連結子会社からなる企業集団の
当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に
表示しているものと認める。 
 
利害関係 
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべ
き利害関係はない。 

 
以 上 
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計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本 
 
 

独立監査人の監査報告書 
 

平成 27 年５月 18 日 
デリカフーズ株式会社 
取締役会 御中 

仰 星 監 査 法 人 

代 表 社 員
業務執行社員

公認会計士 山 﨑 清 孝 ㊞ 

業務執行社員 公認会計士 岩 渕   誠 ㊞ 

 
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、デリカフーズ株式会社

の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの第12期事業年度の計算書類、すなわ
ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属
明細書について監査を行った。 
 
計算書類等に対する経営者の責任 
 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正
又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示
するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 
 
監査人の責任 
 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書
類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国にお
いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、
当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合
理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求め
ている。 
 監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入
手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬
による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及
び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものでは
ないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立
案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を
検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者
によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示
を検討することが含まれる。 
 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断して
いる。 
 
監査意見 
 当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥
当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期
間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認め
る。 
 
利害関係 
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべ
き利害関係はない。 

以 上 
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監査役会の監査報告書 謄本 
 
 

監 査 報 告 書 

 

当監査役会は、平成26年４月１日から平成27年３月31日までの第12期事業年度の

取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の

上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。 

 

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容 

監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及

び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状

況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。 

各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の

分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の

収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席

し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じ

て説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及

び財産の状況を調査いたしました。また、事業報告に記載されている取締役の職務

の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社の業務

の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第1項及び第3項

に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されて

いる体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運

用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いた

しました。なお、財務報告に係る内部統制については、取締役等及び仰星監査法人

から当該内部統制の評価及び監査の状況について報告を受け、必要に応じて説明を

求めました。子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報

の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。以上の方法に基

づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討いたしまし

た。 

さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているか

を監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を

受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正

に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事

項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従

って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。 

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、

株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類

（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）

について検討いたしました。 



〆≠●0 
02_0442701102706.doc 
デリカフーズ㈱様 招集 2015/05/21 23:11:00印刷 21/21 
 

─ 33 ─ 

 
２．監査の結果 

（１）事業報告等の監査結果 

一、 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正し

く示しているものと認めます。 

二、 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する

重大な事実は認められません。 

三、 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。

また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職

務の執行についても、財務報告に係る内部統制を含め、指摘すべき事項は

認められません。 

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果 

会計監査人 仰星監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。 

（３）連結計算書類の監査結果 

会計監査人 仰星監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。 

 

 

 

平成27年５月20日 

 

デリカフーズ株式会社 監査役会 

 

常勤監査役    野村 五郎  ㊞ 

 

社外監査役    山口  隆  ㊞ 

 

社外監査役    田中 清隆  ㊞ 

 
 

 
 
  

以 上 
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株主総会参考書類 
 

議案及び参考事項 
 
第１号議案 剰余金の処分の件 
 
第12期の期末配当につきましては、当期の業績ならびに今後の事業展開等を勘案いたし

まして、以下のとおりといたしたいと存じます。 

 ① 配当財産の種類 

    金銭といたします。 

 ② 配当財産の割当てに関する事項及びその総額 

    当社普通株式１株につき金17円（うち、普通配当15円・東証第一部指定記念配当

２円）といたしたいと存じます。 

    なお、この場合の配当総額は、124,533,466円となります。 

 ③ 剰余金の配当が効力を生じる日 

    平成27年６月25日といたしたいと存じます。 
 
 
第２号議案 定款一部変更の件 
 
１．提案の理由 

   インターネットの普及に鑑み、法務省令に定めるところに従い、株主総会参考書類   

  等をインターネットで開示することにより、みなし提供できるよう変更案第16条（株

主総会参考書類等のインターネット開示とみなし提供）を新設するものであります。 

２．変更の内容 

   定款変更の内容は次のとおりであります。 
 

（下線部が変更箇所となります。） 
 

現 行 定 款 変 更 案 

第１条～第15条  （条文省略） 第１条～第15条  （現行どおり） 

（新設） 

（株主総会参考書類等のインターネット開示と

みなし提供） 

第16条 当会社は、株主総会の招集に際し、株

主総会参考書類、事業報告、計算書類

および連結計算書類にかかる情報を、

法務省令に定めるところに従いインタ

ーネットを利用する方法で開示するこ

とにより、株主に対して提供したもの

とみなすことができる。 

第16条～第44条  （条文省略） 第17条～第45条  （現行どおり） 
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第３号議案 取締役１名選任の件 
 
 経営の透明性の確保及びコーポレート・ガバナンスの一層の強化を図るため、取締役１

名を増員することとし、その選任をお願いするものであります。なお、新たに選任された

取締役の任期は、当社の定款の定めにより、他の在任取締役の任期の満了する時までとな

ります。 

 取締役候補者は次のとおりであります。 

 

氏 名 

（生年月日） 
略歴、地位及び重要な兼職の状況 所有株数 

 
新任 

 

尾崎
おざき

 弘 之
ひろゆき

 

 
(昭和35年４月17日) 

昭和59年４月 

平成２年５月 

平成５年５月 

平成５年12月 

平成７年９月 

平成10年12月 

平成13年５月 

平成16年４月 

平成17年３月 

平成17年５月 

平成27年４月 

野村證券㈱ 入社 

ニューヨーク経営大学院ＭＢＡ 学位取得 

モルガン・スタンレー証券㈱ 入社 

同社 ヴァイスプレジデント 

ゴールドマン・サックス証券㈱ 入社 

同社 投信執行役員 

ＳＢＩホールディングス㈱ 入社 

ディナベック㈱ 入社 取締役ＣＦＯ 

早稲田大学大学院博士課程修了 博士（学術）

東京工科大学大学院 教授 

神戸大学大学院 教授（現任） 

─株 

 
(注)１．新任は新任の取締役候補者であります。 

２．尾崎弘之氏と当社の間には、特別の利害関係はありません。 

３．尾崎弘之氏は、会社法施行規則第２条第３項第７号に定める社外取締役候補者で

あり、東京証券取引所に独立役員候補者として届け出ております。 

４．尾崎弘之氏は、神戸大学大学院教授として環境ベンチャーのマネジメント、再生

可能エネルギー推進方法、大企業シニア雇用と地方創生のマッチング等を研究し

ており、ベンチャー経営、エネルギー・環境ビジネスの専門家としての長年の経

験と知見により、社外取締役の職務の適切な遂行が可能であるとの判断から社外

取締役としての選任をお願いするものであります。 

５．尾崎弘之氏は、当社の特定関係事業者の業務執行者若しくは役員ではなく、また

過去５年間に当社の特定関係事業者の業務執行者若しくは役員であったこともあ

りません。 

  ６．尾崎弘之氏は、当社又は当社の特定関係事業者から多額の金銭その他の財産を受

ける予定はなく、また過去２年間に受けていたこともありません。 

  ７．尾崎弘之氏は、当社又は当社の特定関係事業者の業務執行者又は役員の配偶者、

三親等以内の親族その他これに準ずるものではありません。 

８．尾崎弘之氏の選任が承認された場合は、当社は同氏との間で、当社定款の定めに

基づき会社法第423条第１項に関する責任を法令の限度において免除することが

できる責任限定契約を締結する予定であります。 

以 上  



〆≠●0 
04_0442701102706.doc 
デリカフーズ㈱様 招集 2015/05/17 15:51:00印刷 1/1 
 

 

株主総会会場のご案内図 
 

会場 ： 東京都足立区千住三丁目92番 千住ミルディスⅠ番館11階 

  シアター1010（足立区文化芸術劇場） 

  電話 03-5244-1010（代） 

  受付開始時間 午前９時 

（会場が前回と異なっておりますので、お間違いのないよう 

 ご注意ください。） 

 

 

 

ＪＲ常磐線、東京メトロ千代田線・日比谷線、東武スカイツリーライン 

つくばエクスプレス  

北千住駅下車 ４番出口直結 

 
 


